




（総　　則）

戸

㎥

㎥

５２３，４７９ 千円

２，２４１，６２０ 千円

第１項 １，８５３，３５２ 千円

第２項 ３８８，２６５ 千円

第３項 ３ 千円

４１，６８７

１０，０４１，９５０

２７，５１２

（収益的収入及び支出）

議案第２３号

　第１条　　令和８年度大府市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

令　和　８　年　度　大　府　市　水　道　事　業　会　計　予　算

(4) 主要な建設改良事業

施設の整備事業

　第２条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水戸数

(2) 年間配水量

(3) 一日平均配水量

　第３条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　 　入

　第１款　　水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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１，９７９，８９２ 千円

第１項 １，９２１，９０９ 千円

第２項 ５６，３８２ 千円

第３項 ６０１ 千円

第４項 １，０００ 千円

１９０，５１４ 千円

第１項 ９４，０００ 千円

第２項 ２，６００ 千円

第３項 ７７，８１３ 千円

第４項 １６，１００ 千円

第５項 １ 千円

５９１，５３０ 千円

第１項 ５２８，５４６ 千円

第２項 ６２，９８４ 千円

負担金及び分担金

固定資産売却代金

他 会 計 出 資 金

企 業 債

建 設 改 良 費

                   のとする。）。

（資本的収入及び支出）

      　　第４条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４０１，０１６千円は、

補 助 金

企 業 債 償 還 金

支　　　　　　　　出

　　　　　　第１款　　資本的支出

収　　　　　　　　入

　　　　　　第１款　　資本的収入

　　　             当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４１，９７３千円、過年度分損益勘定留保資金３５９，０４３千円で補塡するも

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

支　　　　　　　　出

　　　　　　第１款　　水道事業費用
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款 項 年　　度
千円 千円

令和８年度 ７４，６７８

令和９年度 ７８，８２３

事　 　項

愛　知　県

水 道 受 水

起債の目的 起債の方法

千円

償　還　の　方　法

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には、
その債権者と協定するものとする。
ただし、市財政の都合により償還期
間を短縮し、もしくは、繰上償還し、
又は、低利に借り換えることができ
る。

限　度　額 利　 　率

年６．０％以内（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金及び地方公
共団体金融機構資金について、利率
の見直しを行った後においては、当
該利率見直し後の利率）

(継続費）

　第５条　　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

事　業　名

(企業債）

　第７条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

老朽管更新事業 ９４，０００

１　資本的支出 １　建設改良費

証　書　借　入

(債務負担行為）

　第６条　　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　２９，９００㎥／日

にかかる受水量の基本料金相当額

総　 　額 年　割　額

管路施設の整備事業 １５３，５０１

令和９年度

期　 　間 限　 　度　 　額

― 263 ―



（他会計からの補助金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第８条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　第１項　営　業　費　用

　第２項　営 業 外 費 用

　第３項　特　別　損　失

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

令和８年２月２５日提出

　大府市長　 　岡　村　秀　人

　第９条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　職 員 給 与 費 　　　　　     １４７，９０１千円　　

（たな卸資産購入限度額）

　第１１条　　たな卸資産の購入限度額は、１８，２９８千円と定める。

　第１０条　　水道料金の基本料金一部免除に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２４，０４２千円である。
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２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分
増 減 額 

(千円) 

増減事由別内訳 

(千円) 
説 明 備 考 

給 料 7,447 給与改定に伴う増減分 2,027 改定差額×対象職員数×12 ヶ月 給料改定の状況 

給料表の改定率  3.3％ 

令和 7 年 4 月 1 日 

昇 給 に 伴 う 増 加 分 158 昇給差額×対象職員数×3 ヶ月 職員数 13 人 

そ の 他 の 増 減 分 5,262 新陳代謝等に係る増減分 

手 当 6,713 制度改正に伴う増減分 315 期末勤勉手当 315 千円 

そ の 他 の 増 減 分 6,398 8 年度当初予算－7 年度当初予算 

扶養手当              △504 千円

地域手当 788 千円 

通勤手当 555 千円 

特殊勤務手当  △54 千円

時間外勤務手当     1,288 千円 

休日勤務手当  △28 千円

管理職手当  929 千円

期末勤勉手当   3,424 千円 
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３ 給料及び手当の状況 

(１) 職員１人当たり給与

区 分 企 業 職 

令和 8 年１月１日 

平均給料月額(円) 328,213 

平均給与月額(円) 402,156 

平 均 年 齢(歳) 43 歳 11 月 

令和 7 年１月１日 

平均給料月額(円) 332,371 

平均給与月額(円) 396,488 

平 均 年 齢(歳) 41 歳 9 月 

(２) 初任給

区 分 
企 業 職 

(円) 

一般会計の制度 

一般行政職 

(円) 

高 校 卒 210,000 210,000 

短 大 卒 225,600 225,600 

大 学 卒 239,800 239,800 
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  (３) 級別職員数 

区 分 
企 業 職 

級 職員数(人) 構成比(％) 

令和 8年１月１日現在 

１級 3 18.8 

２級 3 18.8 

３級 3 18.8 

４級 4 25.0 

５級   

６級 2 12.4 

７級 1 6.2 

８級   

９級   

計 16 100.0 

令和 7年１月１日現在 

１級 2 14.3 

２級 2 14.3 

３級 3 21.4 

４級 2 14.3 

５級 3 21.4 

６級 2 14.3 

７級   

８級   

９級   

計 14 100.0 

 

   (等級別の基準となる職務内容) 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 

企 業 職 
主事 

技師 

主事 

技師 
主任 係長 総括係長 課長 部長 部長 部長 
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  (４) 昇給 

区      分 合      計 企 業 職 

本

年

度 

職 員 数(Ａ)(人) 16 16 

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 13 13 

号給数別内訳 

２号給(人)   

３号給(人)   

４号給(人) 13 13 

６号給(人)   

８号給(人)   

比 率 (Ｂ) / (Ａ)(％) 81.3 81.3 

前

年

度 

職 員 数(Ａ)(人) 14 14 

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 12 12 

号給数別内訳 

２号給(人)   

３号給(人)   

４号給(人) 12 12 

６号給(人)   

８号給(人)   

比 率 (Ｂ) / (Ａ)(％) 85.7 85.7 

 

 

 (５) 特殊勤務手当 

区     分 全 職 種 企 業 職 

給 料 総 額 に 対 す る 比 率  ( ％ ) 0.20 0.20 

支 給 対 象 職 員 の 比 率  ( ％ ) 

(令和 8年１月１日現在) 
37.5 37.5 

支給対象職員 1人当たり平均支給月額(円) 1,750 円 1,750 円 

代表的な特殊勤務手当の名称 待機手当、滞納整理手当 
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 (６) 期末手当・勤勉手当 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

(月 分) 

職制上の段階、職務の級等

による加算措置 
備    考 

６月(月分) 12 月(月分) 

本 年 度 
（2.325） 

2.325 

（2.325） 

2.325 

（4.65） 

4.65 
5～20％  

前 年 度 
（2.300） 

2.300 

（2.300） 

2.300 

（4.60） 

4.60 
5～20％  

一般会計の制度 
（2.325） 

2.325 

（2.325） 

2.325 

（4.65） 

4.65 
5～20％  

備考 （  ）内は、再任用職員について外書き 

 

 

 (７) その他の手当 

区     分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同じ 
 

地 域 手 当 同じ 
 

住 居 手 当 同じ 
 

通 勤 手 当 同じ 
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節 予　　 定　 　額

千円

１ 水 道 事 業 収 益 2,241,620

１ 営 業 収 益 1,853,352

１ 給 水 収 益 1,745,514

水 道 料 金 1,745,514

２ その他営業収益 107,838

材 料 売 却 収 益 4

手 数 料 52,494 下水道使用料徴収事務手数料 50,263

工事検査手数料等 2,231

他 会 計 負 担 金 5,967 緊急遮断弁維持管理負担金 1,033

消火栓維持管理等負担金 1,906

飲料水兼用耐震貯水槽維持管理負担金 3,028

負 担 金 1

給 水 申 込 分 担 金 48,972 給水申込分担金

雑 収 益 400 漏水水代金等

款 項 目

給水装置材料売却収益

令和８年度大府市水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収　　　　　　　　　　入

千円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

水道料金

区画整理組合等移設負担金
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節 予　　 定　 　額

千円

１ 水 道 事 業 収 益 ２ 営 業 外 収 益 388,265

１ 受 取 利 息 10,567

及 び 配 当 金 預 金 利 息 8,144 預金利息

有 価 証 券 利 息 2,423 有価証券利息

２ 雑 収 益 8,901

不 用 品 売 却 収 益 1

そ の 他 雑 収 益 8,900 量水器評価益等

３ 消 費 税 及 び 1

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 地 方 1

還 付 金 消 費 税 還 付 金

４ 長期前受金戻入 244,754

国 庫 補 助 金 9,549

長 期 前 受 金 戻 入

県 補 助 金 5,496

長 期 前 受 金 戻 入

受 贈 財 産 評 価 額 86,025

長 期 前 受 金 戻 入

負担金及び分担金 143,684

長 期 前 受 金 戻 入

５ 他 会 計 補 助 金 124,042

他 会 計 補 助 金 124,042 一般会計補助金

款 項 目

国庫補助金長期前受金戻入

県補助金長期前受金戻入

受贈財産評価額長期前受金戻入

消費税及び地方消費税還付金

不用品売却収益

負担金及び分担金長期前受金戻入

千円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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節 予　　 定　 　額

千円

１ 水 道 事 業 収 益 ３ 特 別 利 益 3

１ 固定資産売却益 1

固 定 資 産 売 却 益 1

２ 過 年 度 2

損 益 修 正 益 過 年 度 2

損 益 修 正 益

款 項 目

有形固定資産売却益

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

過年度水道料金等修正益

千円
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道事 業 費用 1,979,892

１ 営 業 費 用 1,921,909

１ 配水及び給水費 1,051,765

給 料 24,200

手 当 14,438 扶養手当 312

地域手当 2,322

住居手当 336

通勤手当 149

特殊勤務手当 54

時間外勤務手当 2,364

期末勤勉手当 7,493

児童手当 660

管理職手当 748

賞 与 引 当 金 3,383 賞与引当金として計上するための繰入額

繰 入 額

法 定 福 利 費 6,978

法 定 福 利 費 704

引 当金 繰 入額

旅 費 246

備 消 品 費 352 事務及び施設管理用備消耗器材費

支　　　　　　　　　　出

職員給

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

千円

款 項 目

職員共済組合費

普通旅費

法定福利費引当金として計上するための繰入額
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道 事 業 費 用 １ 営 業 費 用 １ 配水及び給水費 燃 料 費 670

光 熱 水 費 329 配水施設電灯料

印 刷 製 本 費 139 諸用紙印刷費

通 信 運 搬 費 1,127 配水施設通信料

委 託 料 97,731 施設維持管理等委託料

手 数 料 458 調査、点検及び施設維持管理等手数料

賃 借 料 1,034 事務機器借上料等

修 繕 費 61,945 配給水管等修繕費

路 面 復 旧 費 5,500 水道管修理等による道路修理費   

動 力 費 63,642 ポンプ等動力費

薬 品 費 1,543 水質維持等薬品費

材 料 費 1,000 修理用材料費

負 担 金 536 工事等負担金

受 水 費 765,810

２ 総 係 費 34,117

給 料 10,477

手 当 6,753 扶養手当 216

地域手当 1,237

通勤手当 75

原水代

款 項 目

職員給

千円

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

自動車燃料費等
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道事 業 費用 １ 営 業 費 用 ２ 総 係 費 手 当 特殊勤務手当 18

期末勤勉手当 3,530

管理職手当 1,677

賞 与 引 当 金 1,790 賞与引当金として計上するための繰入額

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,864

法 定 福 利 費 373

引 当金 繰 入額

旅 費 45

報 償 費 438

備 消 品 費 387 事務用及び啓発用備消耗器材費

燃 料 費 37

印 刷 製 本 費 80 封筒印刷費

通 信 運 搬 費 121 郵便切手及び電信電話料等

使 用 料 55 放送受信料等

手 数 料 38 自動車点検手数料

修 繕 費 89 自動車修繕費

補 償 金 200 事故等賠償見舞金

公 課 費 62 自動車重量税

負 担 金 7,825 電算事務処理負担金等

目項款

職員共済組合費

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

普通旅費

千円

法定福利費引当金として計上するための繰入額

自動車燃料費

水質検査採水謝礼
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道事 業 費用 １ 営 業 費 用 ２ 総 係 費 保 険 料 914 自動車損害保険料等

貸 倒 引 当 金 346 貸倒引当金として計上するための繰入額

繰 入 額

貸 倒 損 失 223 貸倒損失 200

貸倒れに係る消費税及び地方消費税 23

３ 業 務 費 168,191

給 料 18,851 職員給

手 当 12,444 扶養手当 528

地域手当 1,666

住居手当 336

通勤手当 272

特殊勤務手当 18

時間外勤務手当 3,488

期末勤勉手当 5,896

児童手当 240

賞 与 引 当 金 2,483 賞与引当金として計上するための繰入額

繰 入 額

法 定 福 利 費 5,956 職員共済組合費等

法 定 福 利 費 517

引 当金 繰 入額

項款 目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

千円

法定福利費引当金として計上するための繰入額
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道事 業 費用 １ 営 業 費 用 ３ 業 務 費 備 消 品 費 479 事務用備消耗器材費

燃 料 費 49

印 刷 製 本 費 627 諸用紙印刷費

通 信 運 搬 費 6,520 郵送料等

使 用 料 2,033 回線使用料

委 託 料 50,336 システム保守、印刷及び検針業務等委託料

手 数 料 7,203 口座振替手数料等

賃 借 料 14,730 事務機器借上料

修 繕 費 45,963 量水器等修繕費

４ 減 価 償 却 費 662,425

有 形固 定 資産 662,425 有形固定資産減価償却費

減 価 償 却 費

５ 資 産 減 耗 費 5,406

固 定 資 産 5,402 有形固定資産除却費

除 却 費

た な 卸 資 産 4 貯蔵品減耗費

減 耗 費

６ その他営業費用 5

材 料売 却 原価 4 給水装置材料売却原価

雑 支 出 1 雑支出

目項款 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

千円

自動車燃料費
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 水 道事 業 費用 ２ 営 業 外 費 用 56,382

１ 支 払 利 息 及び 6,431

企業債取扱諸費 企 業 債 利 息 6,431 企業債利息

２ 雑 支 出 107

不用品売却原価 1 不用品売却原価

そ の 他 雑 支 出 106 啓発用品製造費等

３ 消 費 税 及 び 49,844

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 49,844 消費税及び地方消費税納税額

地 方 消 費 税

３ 特 別 損 失 601

１ 固定資産売却損 1

固定資産売却損 1 有形固定資産売却損

２ 過 年 度 600

損 益 修 正 損 過 年 度 600 過年度水道料金修正損

損 益 修 正 損

４ 予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

予 備 費 1,000

款 項 目

予備費

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

千円
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 資 本 的 収 入 190,514

１ 企 業 債 94,000

１ 企 業 債 94,000

企 業 債 94,000 企業債

２ 補 助 金 2,600

1 補 助 金 2,600

国 庫 補 助 金 2,600 国庫補助金

３ 他 会 計 出 資金 77,813

１ 他 会 計 出 資金 77,813

他会 計出 資金 77,813 一般会計出資金

４ 負 担 金 及 び 16,100

分 担 金 １ 負 担 金 及 び 16,100

分 担 金 工 事 負 担 金 16,100 消火栓関連工事負担金 5,680

下水道関連工事負担金 10,420

５ 固 定 資 産 1

売 却 代 金 １ 固 定 資 産 1

売 却 代 金 固 定 資 産 1 固定資産売却代金

売 却 代 金

項 目

千円

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　　　入

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明款

― 297 ―



節 予　　　定　　　額

千円

１ 資 本 的 支 出 591,530

１ 建 設 改 良 費 528,546

１ 配 水 設 備 523,479

増 補 改 良 費 給 料 14,655

手 当 14,749 扶養手当 1,056

地域手当 1,572

住居手当 672

通勤手当 449

特殊勤務手当 36

時間外勤務手当 3,474

期末勤勉手当 6,650

児童手当 840

法 定 福 利 費 5,286

旅 費 14

備 消 品 費 62

燃 料 費 94

委 託 料 38,220

手 数 料 19 自動車点検手数料

修 繕 費 148 自動車修繕費

老朽管更新事業設計業務委託料

自動車燃料費

款 項

職員給

目 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

千円

事務及び工事用備消耗器材費

職員共済組合費

支　　　　　　　　　　出

普通旅費
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節 予　　　定　　　額

千円

１ 資 本 的 支 出 １ 建 設 改 良 費 １ 配 水 設 備 公 課 費 18 自動車重量税

増 補 改 良 費 保 険 料 39 自動車損害保険料

工 事 請 負 費 442,735 老朽管更新工事 348,713

市土木関連工事 41,040

下水道関連事業 23,632

消火栓関連工事 5,680

施設の改良工事 15,000

上水道施設耐震対策工事 8,670

負 担 金 7,440

２ 営 業 設 備 費 2,878

機械 及び 装置 2,878

購 入 費

３ 固定資産購入費 2,189

固定資産購入費 2,189

２ 企 業 債 62,984

償 還 金 １ 企 業 債償 還金 62,984

企 業 債 元 金 62,984

目款 項

量水器購入費

分水工事費等

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

企業債償還元金

固定資産購入費

千円
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　　大大　　府府　　市市　　下下　　水水　　道道　　事事　　業業　　会会　　計計　　予予　　算算

令令　　和和　　８８　　年年　　度度
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